予算要求資料
平成25年度当初予算　　　支出科目　款：民生費　　項：社会福祉費　　目：老人福祉費　　　
	事業名:　短時間巡回型訪問介護の普及啓発事業
　　　　（旧：在宅サービス拠点普及啓発事業）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　　健康福祉部　高齢福祉課　企画係　電話番号：058-272-1111（内2594）

　　　　E-mail：c11215@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：2,000千円（前年度予算額：2,000千円）
	要求内容


	１　要求の内容


（１）目的

　単身または重度の要介護者であっても、住み慣れた地域での在宅生活の継続を希望する高齢者に対して、生活の継続性を維持し、可能な限り在宅で暮らすことを可能とするため、在宅介護サービスの充実が求められている。
　これまで、本県では、利用者の生活リズムに合わせた短時間のケアを１日に複数回提供することを推進し、そのためのケアプラン作成について、居宅介護支援事業者（ケアマネジャー）及び訪問介護事業者（ヘルパー）を対象として、研修を実施してきた。

　しかし、通所介護や医療関係者など在宅サービスに携わる多様な関係者に対しても共通理解が得られなければ、利用者の１日の生活リズムに合わせたきめ細かなケアプランの普及は困難であることが分かってきた。
そこで、今年度からは、多職種かつ多様な事業者が、短時間の巡回型訪問介護を取り入れたケアプラン作成について一緒にケーススタディを行い、その有効性を認識してもらい、利用者の生活リズムに合わせたきめ細かなケアプランのさらなる普及を図る。

（２）事業概要

　○研修事業の実施
　　・短時間巡回型訪問介護を取り入れたケアプラン作成についてのケーススタディ
　○対象者

　　・居宅介護支援事業者（ケアマネジャー）、訪問介護（ヘルパー）、通所介護（デイサービス）、医療関係者（訪問看護、在宅医療関係者）　等
	２　所要経費


研修委託料　　2,000千円　
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県債
	一　般
財　源

	前年度

予算額
	2,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	2,000

	要求額
	2,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	2,000

	決定額
	2,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	2,000


事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	平成22年度からモデル事業として取り組んできた「短時間巡回型の訪問介護」について、次期改正（平成27年度）前までに、県内事業所がサービス提供可能となるよう、普及啓発を行う。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	研修参加事業所数
	226
（H23）
	（H  ）
	（H  ）
	276
（H24）
	500
（H26）
	％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（平成24年度の取組）

	「生活リズムに基づくアセスメント」研修会

①事業所交流会　　　　　　　：7／12（33名）、10／12（72名）、2／6（予定）

　・ケアプラン見直しにかかる効果等、実務者レベルの情報交換

②「介護・ラ針盤」操作講習会：7／20（16名）、9／19（25名）、12／12（予定）

　・アセスメントシートによるケーススタディ

③地域別研修　　　　　　　　：1/12、1/17、1/19、2/16、2/20（予定）

　・地域資源との連携を通じた事例検討


（平成24年度の成果）

	　アンケート等による参加者の声から、高齢者の在宅生活継続のため、１日単位でのケアプラン作成への見直しの重要性が理解されている。

　しかし、滞在型の訪問介護から時間にとらわれないサービス提供への転換を図ることについて、サービス提供者の理解が重要であると同時に、利用者の意識の変換も求められるため、数回の研修だけでは実際のサービス提供の見直しにまでつながらない。今後とも継続的な実施と、効果のアピールが必要と思われる。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○


	平成24年度介護保険制度改正においても、「施設から在宅へ」の動きは顕著であり、在宅介護サービスの充実について、県として取り組む必要性が高い。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○


	ケアプラン作成に携わる事業所、訪問介護サービスを提供する事業所を中心に研修を実施し、会を重ねるごとに参加者が増えている。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○


	参加者のレベル・目的の違いに応じて、パソコンソフトを使って具体的にアセスメント方法を学習する研修と、事業所同士の情報交換によるスキルアップを目指す研修を実施している。


（今後の課題）

	　本県では、「短時間巡回型の訪問介護」に事業者が取り組みやすくするため、介護保険制度の改正にあたり、既存の訪問介護に「身体介護20分未満」の枠の新設を求め、取り入れられたが、報酬算定にあたって、利用者が限られる点や人員配置基準が厳しいなどの条件が付せられた。そのため、広くサービス提供が可能となるよう、要件緩和を国に要望しているところである。


（次年度の方向性）
	　在宅介護サービス利用者は今後も増加が見込まれ、サービス提供に携わる県内事業者の質の向上が求められるため、今後とも事業を継続する必要性が高い。



